
事業名 事業概要 執行内容、実績 効果検証 事業費(円)
臨時交付金
充当額(円)

事業費割合

電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付金給付事務事業

物価高騰による負担増を踏まえ、特に
家計への影響が大きい低所得世帯（住
民税非課税世帯）に対して給付金を支
給。

3,147世帯に対し１世帯あたり
70,000円、合計220,290,0000円を
支給。
また、給付金に係る事務費として
5,719,297円支出。

成果目標（非課税世帯の９割以上に対し支援）に
対し、給付率97.0％となり、目標が達成されたた
め、十分な効果があった。

226,009,297 226,009,297 61.2%

物価高騰支援給付金給付事務事業

物価高騰による負担増を踏まえ、特に
家計への影響が大きい低所得世帯（住
民税均等割のみ課税世帯）に対して10
万円、住民税所得割非課税世帯の児童
のいる世帯に対して給付金を支給。

住民税均等割のみ課税世帯785世帯
に対し1世帯あたり100,000円、合
計78,500,000円支給。こども加算1
人あたり50,000円を444人分、合計
22,200,000円支給。また、給付金
に係る事務費として5,487,900円支
出。

成果目標（令和６年３月までに支給を開始）に対
し、令和６年５月から支給開始と遅れが生じた
が、10万円給付金の給付率97.0％、こども加算
97.2％と９割以上の支給率となったことから事業
の効果があった。

106,187,900 106,187,900 28.7%

物価高騰支援給付金給付事務事業

物価高騰による負担増を踏まえ、特に
家計への影響が大きい低所得世帯（住
民税所得割非課税世帯）に対して給付
金を支給。

1世帯あた100,000円を343世帯に支
給。

成果目標（令和６年９月までに支給を開始）に対
し、令和６年９月から支給を開始できたことか
ら、目標が達成され、十分な効果があった。

34,300,000 34,300,000 9.3%

町営駐車場街灯ＬＥＤ化事業
町営駐車場の照明をLED照明に交換し、
消費電力を抑えることで物価高騰によ
る利用料等への価格転嫁を抑制する。

町営駐車場の照明設備30基をLED化
した。

成果目標である対象施設の照明全てのLED化を達成
し、年間消費電力を削減でき、利用料へ価格転嫁
を抑制したため、十分な効果があった。

803,000 800,000 0.2%

文化センター照明LED化事業

町文化センターの照明をLED照明に交換
し、消費電力を抑えることで物価高騰
による利用料等への価格転嫁を抑制す
る。

文化センターの多目的ホール22箇
所、小ホール36箇所、チャレンジ
教室46箇所（相談室４箇所、職員
室12箇所、教室30箇所）合計104箇
所の照明をLED化した。

成果目標である対象施設の照明全てのLED化を達成
し、年間消費電力を削減でき、利用料へ価格転嫁
を抑制したため、十分な効果があった。

935,000 850,000 0.3%

函南町体育館駐車場照明LED化事業

函南町体育館駐車場の照明をLED照明に
交換し、消費電力を抑えることで物価
高騰による利用料等への価格転嫁を抑
制する。

函南町体育館駐車場の照明器具４
箇所をLED化した。

成果目標である対象施設の照明全てのLED化を達成
し、年間消費電力を削減でき、利用料へ価格転嫁
を抑制したため、十分な効果があった。

253,000 240,000 0.1%

木立キャンプ場照明LED化事業

木立キャンプ場の照明をLED照明に交換
し、消費電力を抑えることで物価高騰
による利用料等への価格転嫁を抑制す
る。

木立キャンプ場の管理棟１階13箇
所、管理棟２階14箇所
、便所棟８箇所、屋外１箇所、合
計36箇所の照明をLED化した。

成果目標である対象施設の照明全てのLED化を達成
し、年間消費電力を削減でき、利用料へ価格転嫁
を抑制したため、十分な効果があった。

880,000 840,000 0.2%

合計 369,368,197 369,227,197 100%

２　各事業の詳細

令和５年度　物価高騰対策事業の実績報告

１　事業概要
　函南町では、物価高騰の影響を受けた生活者への支援として、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金３億6,922万７千197円を活用し、７つの事業を実施しました。


